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(57)【要約】
【課題】コンパクト且つ低コストで、高い効率で電力を
伝送できる非接触電力伝送装置を提供する。
【解決手段】互いに対向する一次コイルユニット１と、
二次コイルユニット３とを有する非接触電力伝送装置に
おいて、一次コイルユニット１、及び／又は二次コイル
ユニット３は、テープ状の導体部材２０を、テープ面が
向かい合わせとなるように、且つ互いに向かい合うテー
プ面の絶縁を保ちながら巻回して形成されたコイル６と
、コイル６の背面を担持する平面を有する磁性体コア７
と、を具備し、少なくともコイル６の前面と、磁性体コ
ア７の前記平面とを、互いに平行とする。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力を非接触で伝送するための非接触電力伝送装置に用いられるコイルユニットであっ
て、
　前記コイルユニットは、
　テープ状の導体部材を、前記導体部材の幅広面が互いに向かい合わせとなるように、且
つ互いに向かい合うテープ面の絶縁を保ちながら巻回して形成されたコイルと、
　前記コイルの背面を担持する平面を有する磁性体コアと、を具備し、
　少なくとも前記コイルの背面と、磁性体コアの前記平面とは、互いに平行となっている
ことを特徴とする非接触電力伝送装置用コイルユニット。
【請求項２】
　前記導体部材は、テープ状の導体層とテープ状の絶縁層とを厚み方向に積層してなるも
のであり、
　前記テープ状の導体層の厚さは、磁場侵入長の３分の１以下に設定され、
　前記導体層のテープ面の幅は、前記導体層の厚さで除して得られるアスペクト比が１０
以上となるように設定されることを特徴とする請求項１に記載の非接触電力伝送装置用コ
イルユニット。
【請求項３】
　前記導体部材は、前記導体層と前記絶縁層とを複数積層してなるものであり、
　各導体層同士が、導体部材の端部において、直列又は並列で電気的に接続されているこ
とを特徴とする請求項２に記載の非接触電力伝送装置用コイルユニット。
【請求項４】
　前記導体部材の各導体層は、そのいくつかの導体層が並列に配置された並列導体群に分
けられ、これら並列導体群が電気的に直列接続された状態で、コイルへと巻回されている
ことを特徴とする請求項３に記載の非接触電力伝送装置用コイルユニット。
【請求項５】
　前記コイルの隣り合う並列導体群において、コイル外周側に位置する並列導体群におけ
る外周側の導体層は、コイル内周側に位置する並列導体群における内周側の導体層と接続
され、且つコイル外周側に位置する並列導体群における内周側の導体層は、コイル内周側
に位置する並列導体群における外周側の導体層と接続されることを特徴とする請求項４に
記載の非接触電力伝送装置用コイルユニット。
【請求項６】
　前記磁性体コアは、磁気的に等方性を有するものであり、軟磁性体粉末を成形してなる
ことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の非接触電力伝送装置用コイルユニット
。
【請求項７】
　前記磁性体コアは、磁気的に等方性を有するフェライトコアであることを特徴とする請
求項１～５のいずれかに記載の非接触電力伝送装置用コイルユニット。
【請求項８】
　前記磁性体コアは、前記コイルの外周を取り囲むようなサイドヨーク部を有しているこ
とを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載の非接触電力伝送装置用コイルユニット。
【請求項９】
　互いに対向する一次コイルユニットと、二次コイルユニットとを有し、一次コイルユニ
ットと二次コイルユニットとの間で電力を非接触で伝送する非接触電力伝送装置であって
、
　前記一次コイルユニット、及び／又は二次コイルユニットが、請求項１～８のいずれか
の非接触電力伝送装置用コイルユニットで構成されることを特徴とする非接触電力伝送装
置。
【請求項１０】
　前記一次コイルユニットのコイルは、少なくともその一部が二次コイルユニットの磁性
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体コアに対向し、かつ／または、
　前記二次コイルユニットのコイルは、少なくともその一部が一次コイルユニットの磁性
体コアに対向していることを特徴とする非接触電力伝送装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば電気自動車、電動工具、家電機器、情報通信機器などの非接触充電装
置に適用される非接触電力伝送装置に関するものであって、特に、コイル及びコイルを担
持する磁性体コアからなるコイルユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気を利用する機器に対して非接触で電力を供給するニーズは古くからある。これに関
しては、いくつかの手法が知られているが、電磁誘導の原理を利用した手法として、電動
歯ブラシや電動シェーバなどで非接触充電装置が実用化されている。
　また最近では、電気自動車や、プラグインハイブリッド自動車などに対して、外部から
非接触で二次電池に電力供給する非接触充電装置が開発されている。
【０００３】
　非特許文献１には、このような非接触充電装置に用いる非接触エネルギー伝送方式の理
論が示されている。この非接触充電装置は、送電コイルと受電コイルが対向し、送電コイ
ルは高周波電源装置を介して例えば商用電源に、受電コイルは整流器を介して例えば二次
電池にそれぞれ接続されるように構成されている。商用電源(通常は交流５０Ｈｚまたは
６０Ｈｚ)は、高周波電源装置の内部でいったん直流に変換された後、さらに数ｋＨｚ～
数十ｋＨｚの高周波に変調されて送電コイルに供給される。この送電コイルへの高周波の
供給によって、電磁誘導の原理に従って受電コイルに高周波電流が誘起され、電力が伝送
される。この誘起された高周波電流は、整流器により直流に戻されて二次電池に充電され
る。
【０００４】
　このような非接触充電装置では、電力伝送効率(送電側コイルに供給した電力のうち、
受電側コイルに伝送された電力の割合)が重要な性能指標となる。電力伝送効率は、回路
構成や負荷条件、高周波の周波数などにより変化するが、非特許文献１によると、送電コ
イルと受電コイルとの間の最大電力伝進効率ηは、η＝ｋ・Ｑ・Ｑにより定まることが知
られている。なお、ｋは送電コイルと受電コイルの結合係数、Ｑは送電コイルのＱ値、Ｑ
は受電コイルのＱ値を示している。
【０００５】
　ところで、結合係数ｋは、送電コイルと受電コイルの位置関係(及び周囲の磁性体の配
置)などにより定まる。上記の式より、電力伝送効率を向上させるためには、結合係数ｋ
の増大が効果的であることは明らかであるが、例えば、電気自動車の非接触充電装置など
では、送電コイルと受電コイルの分離距離(空隙＝ギヤップ)を取る必要があるため、結合
係数ｋをそれほど大きくすることはできない。そのため、送電コイル及び受電コイルのＱ
値を向上させることが重要となる。なお、各コイルのＱ値は、Ｑ＝２πｆＬ／Ｒにより表
される。ここで、ｆは高周波周波数、Ｌはコイルのインダクタンス、Ｒはコイル損失（鉄
損＋銅損）を示している。
【０００６】
　この式によると、各コイルのインダクタンスＬを大きくすることと、コイル損失(鉄損
、銅損)Ｒを小さくすることによって、電力伝送効率を向上させることができる。
　コイル損失Ｒの銅損部分は、コイルの直流抵抗によるジュール損と、交流磁場が誘起す
る渦電流損からなる。直流抵抗は導体の断面積と長さにより決まるものであり、直流抵抗
を減少させてジュール損を低減させるには、導体の断面積を大きくするか、導体の総長を
短くすればよい。しかし、導体の総長を維持しなければ、コイルのインダクタンスを維持
することができないので、ジュール損を低減するためには導体の断面積を大きくすること
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が必要である。
【０００７】
　次に渦電流損は（磁束密度、高周波周波数が同一である場合には）、導体の磁場に鎖差
する連続面の断面積に比例するので、渦電流損を減少させるには、この連続面の断面積を
減少させることが必要である。この目的のために従来技術では、コイルの導体に「リッツ
導体(絶縁された複数の細い導体素線を集めて撚り合わせた複合導体)」などを用いること
によりコイル損失のうちの銅損を低減している。
【０００８】
　一方、特許文献１では、１次コイル及び２次コイルにリッツ導体を採用することで、ル
ープ電力の起電力を相殺し、ループ電流及びジュール熱損を低減することを意図する技術
が開示されている。
　すなわち、特許文献１は、非接触給電装置を開示しており、その非接触給電装置は、電
磁誘導の相互誘電作用に基づき、１次コイルから２次コイルに電力を供給する非接触給電
装置において、該１次コイルおよび２次コイルは、同一面で扁平に渦巻き巻回された構造
よりなり、該１次コイルや２次コイルが配設される磁心コアは、平板状をなす非接触給電
装置を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００８－８７７３３号公報
【非特許文献１】松木英敏監修、「非接触電力伝送技術の最前線」、シーエムシー出版、
２００９年８月、ｐ．７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、従来から用いられているリッツ導体は剛性が高いので、小さな曲率半径
で巻回することが困難であり、コイルとして巻回するのは容易ではない。さらに、リッツ
導体は高価であり、非接触電力伝送装置を低コストで製造するための障害となる。
　また、ジュール損を低減するためには導体の断面積を大きくする必要があるが、一方で
導体内の渦電流損を低減するためには、素線径を小さくする（導体がさらされる磁場と鎖
差する断面積を低減する）ことが必要であり、相矛盾する。このようなリッツ導体におい
てジュール損の低減と渦電流損の低減を両立するためには、素線径の小さい素線導体をよ
り多く複合して、導体全体としての断面積を大きくする必要がある。しかし、そのように
すれば、リッツ導体の剛性がさらに高くなり、コイルの巻回がますます難しくなるという
課題がある。
【００１１】
　さらに、非接触充電装置の取り扱いを容易にするために、コイルのサイズを小さくする
ことが強く望まれているが、そのために巻回する導体の総長を短くすると、コイルのイン
ダクタンスが低下するので、高い電力伝送効率を確保することが困難となるという課題が
ある。
　本発明は上記課題に鑑みてなされたものであり、リッツ導体を用いずに、コンパクトで
低コストであるが、高い効率で電力を伝送できる非接触電力伝送装置を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上述の目的を達成するため、本発明においては以下の技術的手段を講じた。
　本発明の非接触電力伝送装置用コイルユニットは、電力を非接触で伝送するための非接
触電力伝送装置に用いられるコイルユニットであって、前記コイルユニットは、テープ状
の導体部材を、前記導体部材の幅広面が互いに向かい合わせとなるように、且つ互いに向
かい合うテープ面の絶縁を保ちながら巻回して形成されたコイルと、前記コイルの背面を
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担持する平面を有する磁性体コアと、を具備し、少なくとも前記コイルの背面と、磁性体
コアの前記平面とは、互いに平行となっていることを特徴とする。
【００１３】
　好ましくは、前記導体部材は、テープ状の導体層とテープ状の絶縁層とを厚み方向に積
層してなるものであり、前記テープ状の導体層の厚さは、磁場侵入長の３分の１以下に設
定され、前記導体層のテープ面の幅は、前記導体層の厚さで除して得られるアスペクト比
が１０以上となるように設定されるとよい。
　好ましくは、前記導体部材は、前記導体層と前記絶縁層とを複数積層してなるものであ
り、各導体層同士が、導体部材の端部において、直列又は並列で電気的に接続されている
とよい。
【００１４】
　好ましくは、前記導体部材の各導体層は、そのいくつかの導体層が並列に配置された並
列導体群に分けられ、これら並列導体群が電気的に直列接続された状態で、コイルへと巻
回されているとよい。
　好ましくは、前記コイルの隣り合う並列導体群において、コイル外周側に位置する並列
導体群における外周側の導体層は、コイル内周側に位置する並列導体群における内周側の
導体層と接続され、且つコイル外周側に位置する並列導体群における内周側の導体層は、
コイル内周側に位置する並列導体群における外周側の導体層と接続されるとよい。
【００１５】
　ここで、前記磁性体コアは、磁気的に等方性を有するものであり、軟磁性体粉末を成形
してなるものであるとよい。
　好ましくは、前記磁性体コアは、磁気的に等方性を有するフェライトコアであるとよい
　さらに好ましくは、前記磁性体コアは、前記コイルの外周を取り囲むようなサイドヨー
ク部を有しているとよい。
【００１６】
　また、本発明の非接触電力伝送装置は、互いに対向する一次コイルユニットと、二次コ
イルユニットとを有し、一次コイルユニットと二次コイルユニットとの間で電力を非接触
で伝送する非接触電力伝送装置であって、前記一次コイルユニット、及び／又は二次コイ
ルユニットが、上述のいずれかの非接触電力伝送装置用コイルユニットで構成されること
を特徴とする。
【００１７】
　好ましくは、前記一次コイルユニットのコイルは、少なくともその一部が二次コイルユ
ニットの磁性体コアに対向し、かつ／または、前記二次コイルユニットのコイルは、少な
くともその一部が一次コイルユニットの磁性体コアに対向しているとよい。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明に係る非接触電力伝送装置によれば、リッツ導体を用いなくとも、コンパクト且
つ低コストで、高い効率で電力を伝送できる非接触電力伝送装置を提供することができる
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の非接触電力伝送装置を電気自動車の非接触充電装置に適用した状態を示
す概略図である。
【図２】本発明の第１実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次
コイルユニットを示す模式図である。
【図３】（ａ）は、本発明の第１実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニッ
ト及び二次コイルユニットの上面図であり、（ｂ）は、その側面図である。
【図４】（ａ）は、本発明の第２実施形態によるコイルユニットのコイルを示す模式図で
あり、（ｂ）は、コイルの接続端子にチョークコイルを接続した図である。
【図５】（ａ）は、本発明の第３実施形態によるコイルユニットのコイルを示す模式図で
あり、（ｂ）は、導体層の接続方法を示す概念図、（ｃ）は、導体層の接続方法を示す概
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念図である。
【図６】（ａ）は、本発明の第４実施形態によるコイルユニットのコイルを示す模式図で
あり、（ｂ）は、導体層の接続方法を示す概念図、（ｃ）は、導体層の接続方法を示す概
念図である。
【図７】本発明の第５実施形態によるコイルユニットのコイルの製作方法を示す模式図で
ある。
【図８】本発明の各実施形態で用いられる磁性体コアの変形例を示す模式図である。
【図９】本発明の第６実施形態による、一次コイルユニットと二次コイルユニットの構成
及び配置を示す図である。
【図１０】図９に示す構成における、一次コイルユニットと二次コイルユニットの端部及
び磁束線の様子を示す図である。
【図１１】第６実施形態の変形例における、一次コイルユニットと二次コイルユニットの
端部及び磁束線の様子を示している。
【図１２】（ａ）は、本発明の第７実施形態における、一次コイルユニットと二次コイル
ユニットの配置及び構成の上面図であり、（ｂ）は、一次コイルユニットと二次コイルユ
ニットの配置及び構成の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、図を参照して、本発明の実施形態による非接触電力電送装置について説明する。
　本発明の実施形態による非接触電力伝送装置は、間隔を開けて対向した一次コイルユニ
ット（送電コイルユニット）と二次コイルユニット（受電コイルユニット）との間で、電
磁誘導の原理に基づいて電力伝送するものである。
［第１実施形態］
　図１は、本発明の非接触電力伝送装置を電気自動車の非接触充電装置に適用した場合の
概略図である。なお、本実施形態及び後述する第２～５実施形態による非接触電力伝送装
置を電気自動車以外のものに適用できることは、その技術内容から明らかである。
【００２１】
　本発明の非接触電力伝送装置は、一次コイルユニット１、高周波電源２、二次コイルユ
ニット３、整流器４、及びバッテリ５を有している。
　図１において、地上側には、送電コイルユニットである一次コイルユニット１と高周波
電源２が設置されている。一次コイルユニット１は、そのコイル前面が上方に向かうよう
に地面に設置されており、高周波電源２に接続されている。その高周波電源２は、商用電
源に接続されている。電気自動車には、二次コイルユニット３、整流器４、及びバッテリ
５が搭載されている。二次コイルユニット３は、そのコイル前面が地上に向かうように、
例えば、電気自動車床面に設置されており、整流器４に設置されている。その整流器４は
、二次電池であるバッテリ５に接続されている。電気自動車は、搭載した二次コイルユニ
ット３のコイルが、地上に設置された一次コイルユニット１のコイルと対向するような位
置に停車し、図１に示すような位置関係となる。
【００２２】
　図２及び図３を参照して、本実施形態の非接触電力伝送装置について説明する。図２は
、図１に示す非接触電力伝送装置において、互いに前面を対向させた一次コイルユニット
１及び二次コイルユニット３を模式的に示す図である。図３（ａ）は、図１に示す非接触
電力伝送装置の一次コイルユニット１及び二次コイルユニット３の上面図、図３（ｂ）は
、その側面図である。
【００２３】
　まず、図２における地上側の一次コイルユニット１は、テープ状の導体部材２０で形成
される略円板状のコイル６と、このコイル６を担持する略円板状の磁性体コア７を有して
いる。
　この略円板状のコイル６に用いられるテープ状の導体部材２０は、例えば、銅、アルミ
、又はその合金からなる一層のテープ状の導体層２３で構成されている。このテープ状の
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導体部材２０の幅方向をコイル６の軸芯方向に略一致させた態様で、導体部材２０の幅広
面（テープ面）が互いに向かい合わせとなるように、時計回り又は反時計回りに所定回数
巻回（フラットワイズ巻き）されて形成されたものである。
【００２４】
　図３（ａ）は、コイル６の上面図を示し、導体部材２０を反時計回りに巻回した状態を
示している。このコイル６において向かい合うテープ面同士は、例えば図２及び図３（ａ
）において網掛けで示される絶縁性の樹脂により被覆されており、電気的に接触しないよ
うにして、絶縁が確保されている。巻回時に、向かい合うテープ面の間に絶縁シートを挟
むことで絶縁を確保してもよい。また、一層の導体層２３に一層の絶縁層２４を積層する
ことで導体部材２０を構成してもよい。
【００２５】
　導体部材２０の内周側及び外周側の両端は、図２及び図３（ｂ）に示すようにコイル６
から口出しされており、電気的な接続端子８、９となっている。一次コイルユニット１の
２つの接続端子８、９は、ともに高周波電源２に接続されている。
　このような一次コイルユニット１の導体部材２０において、銅損部分である渦電流損と
ジュール損を低減するために、本実施形態では、導体層２３の厚さを、磁場侵入長の３分
の１以下となるように定める。また、導体層２３のテープ面の幅は、該テープ面の幅を導
体層２３の厚さで除して得られるアスペクト比が１０以上となるような値に定める。
【００２６】
　なお、導体内への磁場侵入長（スキンデプス）は、下記の式（１）によって表される。
【００２７】

【数１】

【００２８】
　具体例として、一次コイルユニット１を形成する導体層２３に銅テープ（ρ＝０．０１
μΩ・ｍ、μ＝１、厚さ０．１５ｍｍ、幅１９ｍｍ、アスペクト比≒１２７）を適用し、
高周波周波数ｆを１０ｋＨｚとした場合を考える。この場合、上記の式より、スキンデプ
スδ≒０．５ｍｍとなり、導体層２３の厚さ０．１５ｍｍは、スキンデプス０．５ｍｍの
１／３以下となる。このような導体層２３を用いて導体部材２０を構成すると、厚さ０．
５ｍｍ程度の厚い導体層を用いる場合に比べて渦電流損を１／１０程度に低減することが
できる。本実施形態による一次コイルユニット１において、渦電流損を効果的に低減する
には、アスペクト比が１０以上となるような、例えば、厚さ０．１５ｍｍで幅１．５ｍｍ
の銅テープを用いればよい。
【００２９】
　この導体層２３一層当たりの断面積は２．８５ｍｍであり、例えばこの導体層２３を数
層～十数層程度並列に接続すれば、一般的に用いられるリッツ導体とほぼ同等の断面積が
得られるので、一般的なリッツ導体とほぼ同等のジュール損となる条件下でも、渦電流損
を低減することができる。このとき、導体層２３の厚さを変えずに幅を増やしても良い。
　次に、コイル６の背面、すなわち前面が対応するように配置されたコイルの反前面側に
配置される磁性体コア７について説明する。磁性体コア７は、例えば、軟磁性体粉末を成
形してできたものであって、透磁率など磁気特性が等方性を示すように、後述する磁性粉
末を略円板状に圧粉形成したフェライトコアである。略円板状の磁性体コア７の２つの略
円形平面は、互いに略平行となっている。
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【００３０】
　これらの構成によれば、磁性体コア７について、所望の磁気特性が比較的容易に得られ
ると共に、比較的容易に所望の形状に成形され得る。
　磁性体コア７は、所望の磁気特性（比較的高い透磁率）の実現容易性および所望の形状
の成形容易性の観点から、軟磁性体粉末を成形したものであることが好ましい。
　この軟磁性粉末は、強磁性の金属粉末であり、より具体的には、例えば、純鉄粉、鉄基
合金粉末（Ｆｅ－Ａｌ合金、Ｆｅ－Ｓｉ合金、センダスト、パーマロイ等）およびアモル
ファス粉末、さらには、表面にリン酸系化成皮膜などの電気絶縁皮膜が形成された鉄粉等
が挙げられる。これら軟磁性粉末は、例えば、アトマイズ法等によって製造することがで
きる。また、一般に、透磁率が同一である場合に飽和磁束密度が大きいので、軟磁性粉末
は、例えば上記純鉄粉、鉄基合金粉末およびアモルファス粉末等の金属材料であることが
好ましい。
【００３１】
　磁性体コア７を、磁気的に等方性を有するフェライトコアで構成してもよい。ただし、
漏れ磁束が無いように空芯コイルを磁性体で囲む場合、電磁鋼板のような積層コアでは、
必ず磁束線が平面を貫通するため、磁性体コア７に生じる渦電流損が大きくなる。磁束密
度が高い方が漏れ磁束を抑制でき且つ小型化できるため、ソフトフェライトよりも鉄系軟
磁性粉末の圧粉コアが好ましい。
【００３２】
　この磁性体コア７は、略円状平面の一方と、この略円状平面に対向する面であるコイル
６の背面とが略平行となるように、コイル６を担持する。このように、コイル６の背面付
近で磁性体コアの磁束線と導体部材２０のテープ面を略平行とすることにより渦電流損を
抑制する。
　ここでいう、磁性体コア７の略円状平面の一方と、コイル６の背面との略平行とは、幾
何学的に完全な平行だけを意味するものではない。完全な平行を必ずしも保てなくても、
渦電流損が所望の水準で抑制できればよく、本願発明の作用効果を奏する範囲であれば、
、角度にして数度程度の多少の平行度のずれは、十分に許容できる範囲である。
【００３３】
　なお、図１～図３では、略円板状の磁性体コア７の直径が、略円板状のコイル６の直径
より大きくなるように描かれているが、必ずしも磁性体コア７の直径の方が大きくなけれ
ばならないという訳ではない。磁性体コア７の直径又は幅をＷ１、コイル６の直径又は幅
をＷ２としたとき、本実施形態ではＷ１＞Ｗ２であるが、Ｗ１＝Ｗ２であっても、Ｗ１≦
Ｗ２であってもよく、コイル６の背面付近で磁性体コア７の磁束線と導体部材２０のテー
プ面を略平行とすることができれば、渦電流損を抑制することができる。
【００３４】
　このような一次コイルユニット１に対して、図２に示す本実施形態おける車載側の二次
コイルユニット３は、一次コイルユニット１とほぼ同様の構成である。この二次コイルユ
ニット３は、必ずしも一次コイルユニット１と同様の構成でなくてもよいが、本実施形態
においては、一次コイルユニット１及び二次コイルユニット３は、互いに同様の構成を有
するものとする。
【００３５】
　続いて、このような構成の一次コイルユニット１及び二次コイルユニット３を有する非
接触電力伝送装置の動作を説明する。
　まず、交流電流(通常は５０Ｈｚ又は６０Ｈｚ)が、商用電源から高周波電源装置２に入
力される。
　次に、入力された交流電流は、高周波電源装置２の内部でいったん直流に変換された後
、さらに数ｋＨｚ～数十ｋＨｚの高周波に変調されて一次コイルユニット１に供給される
。
【００３６】
　この結果、一次コイルユニット１に対向する二次コイルユニット３には、電磁誘導の原
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理により高周波電流が誘起される。誘起された高周波電流は、整流器４に入力される。入
力された高周波電流は、整流器４によって直流電流に変換されて、バッテリ５に供給され
る。この供給された直流電流によって、バッテリ５が充電される。
［第２実施形態］
　図４を参照して、本発明の第２実施形態による非接触電力伝送装置のコイルユニットに
ついて説明する。図４は、本発明の第２実施形態によるコイルユニットのコイル１０を示
す模式図である。
【００３７】
　本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニットに
用いられる導体部材２０について説明する。導体部材２０は、第１実施形態で示した導体
層２３と同様の導体層と、各導体層を絶縁するための絶縁層２４とを、絶縁層、導体層、
絶縁層、導体層の順に交互に各２層ずつ積層して構成されている。よって、本実施形態に
おける導体部材２０は、導体層を２層有している。
【００３８】
　図４（ａ）に示すように、この導体部材２０を第１実施形態と同じ要領で巻回してコイ
ル１０を形成し、導体部材２０の両端を口出しする。コイル１０の外周側の端部において
、導体部材２０の導体層Ａ及びＢを分離して口出しし、コイル１０の内周側の端部におい
て、導体層Ａ及びＢの各端部に端子を設ける。
　このような構成のコイル１０の端部を並列に接続するだけでは、コイル１０に高周波電
流を供給したときに、並列接続した導体層Ａ及びＢが互いに磁気的に結合し、渦電流損が
増大する。そのため、導体層Ａ及びＢ間の磁気的結合を解消しなくてはならない。そこで
、図４（ｂ）に示すようにコイル１０の端部で、導体層Ａ及びＢに直列にチョークコイル
１１、１２を接続すれば、磁気的結合を解消することができる。
【００３９】
　このチョークコイル１１、１２は、導体層Ａ及びＢに接続された導体線のそれぞれが、
ドーナツ状の磁心に、ほぼ並列に並ぶように巻回されてできたものである。各導体線の磁
心への巻回方向は、同一方向である。こうすることで、チョークコイル１１、１２は、同
相の電流に対しては抵抗にならず、逆相の電流に対しては抵抗として働く。
　このように構成されたコイル１０を、第１実施形態と同様の磁性体コアが担持すること
で、本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニット
が構成される。
【００４０】
　このような一次コイルユニット及び二次コイルユニットを用いれば、磁場侵入長に対す
る導体層の厚さを十分小さく保ちながら、導体層の断面積を大きくしたのと同じ効果を得
ることができる。
［第３実施形態］
　図５を参照して、本発明の第３実施形態による非接触電力伝送装置のコイルユニットに
ついて説明する。図５（ａ）は、本発明の第３実施形態によるコイルユニットのコイル１
３を示す模式図、図５（ｂ）は、各導体層の接続方法を示す概念図、図５（ｃ）は、各導
体層の接続方法を示す概念図である。
【００４１】
　本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニットに
用いられる導体部材２０について説明する。
　導体部材２０は、第１実施形態で示した導体層２３と同様の導体層と、各導体層を絶縁
するための絶縁層２４とを、第２実施形態と同様の要領で交互に各４層ずつ積層して構成
されている。よって、本実施形態における導体部材２０は、導体層を４層有している。
【００４２】
　図５（ａ）に示すように、この導体部材２０を第１実施形態と同じ要領で巻回してコイ
ル１３を形成し、導体部材２０の両端を口出しする。コイル１３の外周側の端部において
、導体部材２０の導体層Ａ～Ｄを分離して口出しし、コイル１３の内周側の端部において
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、導体層Ａ～Ｄの各端部に端子を設ける。
　このようなコイルの外周側の端部において、導体層Ａ及びＢを並列に接続し、導体層Ｃ
及びＤを並列に接続する。また、内周側の端部において、導体層Ａと導体層Ｄとを直列に
接続し、導体層Ｂと導体層Ｃとを直列に接続する。図５（ａ）では、このように接続され
たコイル１３において、並列接続された導体層Ａ及びＢに高周波電流が入力されると、並
列接続された導体層Ｃ及びＤから高周波電流が出力される状態を、コイル１３の外周側の
導体層Ａ及びＢ、導体層Ｃ及びＤに対する矢印の向きで示している。
【００４３】
　次に、図５（ｂ）は、図５（ａ）に示す各導体層間の接続を概念的に示した図であり、
高周波電流の向きを矢印の向きで例示している。図５（ｂ）において、導体層Ａ及びＢと
、導体層Ｃ及びＤとをそれぞれ１つの組と考えると、これら２つの組が直列に接続されて
いることがわかる。
　以降、これら並列接続された導体層Ａ及びＢ、並びに並列接続された導体層Ｃ及びＤを
、「並列導体群１４、１５」と呼ぶ。
【００４４】
　図５（ｂ）に示す各導体層間の接続は、コイル１３の導体部材２０において隣り合う並
列導体群に注目し、外周側に位置する並列導体群内の外周側の導体層と、内周側に位置す
る並列導体群内の内周側の導体層とを接続し、外周側に位置する並列導体群内の内周側の
導体層と、内周側に位置する並列導体群内の外周側の導体層とを接続することで実現でき
る。本実施形態では、ここに示す接続を「２枚並列×２直列」という。
【００４５】
　図５（ｃ）は、「２枚並列×２直列」接続を、概念的に示す図であり、図中の矢印は、
高周波電流の向きを模式的に示したものである。図５（ｃ）において、導体層Ａと導体層
Ｃは、並列導体群１４、１５における外周側の導体層であり、導体層Ｂと導体層Ｄは、並
列導体群１４、１５における内周側の導体層である。図５（ｃ）では、導体層Ａと導体層
Ｄをつなぐ線と、導体層Ｂと導体層Ｃをつなぐ線とが交差している。
【００４６】
　このように、外周側の導体層と内周側の導体層が交差するように並列導体群１４、１５
を直列接続すると、各導体層間の磁気的結合を解消することができるとともに、導体部材
２０の総長を長くとることができるので、コイルのインダクタンスを大きくすることがで
きる。
　このように構成されたコイルを、第１実施形態と同様の磁性体コアが担持することで、
本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニットが構
成される。
［第４実施形態］
　図６を参照して、本発明の第４実施形態による非接触電力伝送装置のコイルユニットに
ついて説明する。図６（ａ）は、本発明の第４実施形態によるコイルユニットのコイル１
６を示す模式図、図６（ｂ）は、各導体層の接続方法を示す概念図、図６（ｃ）は、各導
体層の接続方法を示す概念図である。
【００４７】
　本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニットに
用いられる導体部材２０について説明する。導体部材２０は、第１実施形態で示した導体
層２３と同様の導体層と、各導体層を絶縁するための絶縁層２４とを、第２及び第３実施
形態と同様の要領で交互に各６層ずつ積層して構成されている。よって、本実施形態にお
ける導体部材２０は、導体層を６層有している。
【００４８】
　図６（ａ）に示すように、この導体部材２０を第１実施形態と同じ要領で巻回してコイ
ル１６を形成し、導体部材２０の両端を口出しする。コイル１６の外周側の端部において
、導体部材２０の導体層Ａ～Ｆを分離して口出しし、コイル１６の内周側の端部において
、導体層Ａ～Ｆの各端部に端子を設ける。このようなコイル１６の外周側の端部において
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、導体層Ａ及びＢを並列に接続し、導体層Ｃ及びＦを直列に接続し、導体層Ｄ及びＥを直
列に接続する。また、内周側の端部において、導体層Ａと導体層Ｄとを直列に接続し、導
体層Ｂと導体層Ｃとを直列に接続し、導体層Ｅ及びＦを並列に接続する。図５（ａ）では
、このように接続されたコイル１６において、並列接続された導体層Ａ及びＢの外周側に
高周波電流が入力されると、並列接続された導体層Ｃ及びＤの内周側から高周波電流が出
力される状態を、コイル１６の外周側の導体層Ａ及びＢ、並びにコイルの内周側の導体層
Ｃ及びＤに対する矢印の向きで示している。
【００４９】
　次に、図６（ｂ）は、図６（ａ）に示す各導体層間の接続を概念的に示した図であり、
高周波電流の向きを矢印の向きで例示している。図６（ｂ）において、導体層Ａ及びＢと
、導体層Ｃ及びＤと、導体層Ｅ及びＦとをそれぞれ１つの組と考えると、これら３つの組
が直列に接続されていることがわかる。
　以降、これら並列接続された導体層Ａ及びＢ、並列接続された導体層Ｃ及びＤ、並びに
並列接続された導体層Ｅ及びＦを、「並列導体群１７、１８、１９」と呼ぶ。
【００５０】
　図６（ｂ）に示す各導体層間の接続は、コイル１６の導体部材２０において隣り合う並
列導体群に注目し、外周側に位置する並列導体群内の外周側の導体層と、内周側に位置す
る並列導体群内の内周側の導体層とを接続し、外周側に位置する並列導体群内の内周側の
導体層と、内周側に位置する並列導体群内の外周側の導体層とを接続することで実現でき
る。本実施形態では、ここに示す接続を「２枚並列×３直列」という。
【００５１】
　図６（ｃ）は、「２枚並列×３直列」接続を、概念的に示す図であり、図中の矢印は、
高周波電流の向きを模式的に示したものである。図６（ｃ）において、導体層Ａ、導体層
Ｃ、及び導体層Ｅは、並列導体群１７～１９における外周側の導体層であり、導体層Ｂ、
導体層Ｄ、及び導体層Ｆは、並列導体群１７～１９における内周側の導体層である。図６
（ｃ）では、導体層Ａと導体層Ｄをつなぐ線と、導体層Ｂと導体層Ｃをつなぐ線とが交差
し、導体層Ｃと導体層Ｆをつなぐ線と、導体層Ｄと導体層Ｅをつなぐ線とが交差している
。
【００５２】
　このように、外周側の導体層と内周側の導体層が交差するように並列導体群１７～１９
を直列接続すると、各導体層間の磁気的結合を解消することができるとともに、導体部材
２０の総長を長くとることができるので、コイルのインダクタンスを大きくすることがで
きる。
　このように構成されたコイルを、第１実施形態と同様の磁性体コアが担持することで、
本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニットが構
成される。
【００５３】
　ところで、第３実施形態における接続形態は「２枚並列×２直列」であり、第４実施形
態における接続形態は「２枚並列×３直列」であることを述べたが、翻って第２実施形態
を考えるに、第２実施形態による各導体層の接続方法は、「２枚並列×１直列」というこ
とができる。
［第５実施形態］
　図７を参照して、本発明の第５実施形態による非接触電力伝送装置のコイルユニットに
ついて説明する。
【００５４】
　本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニットに
用いられる導体部材２０について説明する。導体部材２０は、第３実施形態で用いられた
ものと同様であり、テープ状の導体層と、各導体層を絶縁するための絶縁層２４とを、交
互に各４層ずつ積層して構成されている。よって、本実施形態における導体部材２０は、
導体層を４層有している。
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【００５５】
　図７（ｂ）に示すように、導体部材２０をその両端から巻き取り、導体部材２０の略中
心部位で、導体部材２０の幅方向に幅の分だけ、両巻き取り部分が互いに平行に移動する
ように導体部材２０の中心部位を上下方向（コイルの軸芯方向）に変形させる。
　　図７（ｂ）に示すように、非磁性体の巻き枠２１に、巻き枠２１の軸芯と巻き取り部
分の導体部材２０の幅方向とが平行となるように、変形させた部位を沿わせた後、両巻き
取り部分を巻き枠２１に巻き付ける。
【００５６】
　このとき、図７（ｃ）に示すように、図面内、上下方向に２段のコイル２２となる。図
７（ｃ）においては、図面内、上方向から巻き枠２１の軸芯に沿ってコイル２２を見ると
、コイル２２の上段部分は、反時計回り、コイル２２の下段部分は、時計回りに巻回する
。このとき、コイル２２の上段部分と下段部分との絶縁を確保するために、上段部分と下
段部分との間には、隙間が設けられるか、または絶縁部材が設けられる。このように導体
部材２０を巻き付けると、コイル２２の上段部分と下段部分の巻き方向は、互いに逆向き
となる。
【００５７】
　巻き枠２１への導体部材２０の巻回を終え、第３実施形態と同様に、コイル２２の外周
側にある導体部材２０の端部から各導体層を口出しする。その後、図７（ｄ）に示すよう
に、２段のコイル２２の口出し部分において、導体層Ａ及び導体層Ｂ、並びに導体層Ｃ及
び導体層Ｄを、それぞれ並列導体群として、各並列導体群を直列に接続する。
　このようにコイルを形成すると、導体部材２０の両端部全てを、ともにコイル外周側に
構成することができるとともに、導体部材２０の総長を第３実施形態よりも長くとること
ができるので、コイルのインダクタンスをさらに大きくすることができる。
【００５８】
　このように構成されたコイルを、第１実施形態と同様の磁性体コアが担持することで、
本実施形態による非接触電力伝送装置の一次コイルユニット及び二次コイルユニットが構
成される。
　尚、上記第１～第５実施形態において円板状の磁性体コアを用いたが、磁性体コアの形
状はこれに限らない。図８に示すような、サイドヨーク部２５を有する磁性体コアを用い
てもよい。図８のサイドヨーク部２５は、磁性体コアと同じ材質の部材であって、コイル
外周部の外側を取り囲むように磁性体コア上に設けられている。サイドヨーク部２５は、
略Ｏーリング状の部材であり、その内周はコイル外周より大きく、その外周は、磁性体コ
アの外周と略同じ大きさである。
【００５９】
　このようなサイドヨーク部２５を形成することにより、一次コイルユニットと二次コイ
ルユニットの結合係数ｋを増大させることができる。このサイドヨーク部２５の厚み及び
幅は、実現したい結合係数ｋに応じて、適宜選択することができる。
　図８に示すサイドヨーク部２５は、コイルの全外周を取り囲むように構成されているが
、必ずしもコイルの全外周を取り囲む必要はない。コイルの外周を部分的に取り囲むよう
にサイドヨーク部２５を構成しても、一次コイルユニットと二次コイルユニットの結合係
数ｋを大きくとることができる。
［第６実施形態］
　また、図８において、サイドヨーク部２５の内周面と外周面は、磁性体コアにおけるコ
イルを担持する平面に対してほぼ垂直となっているが、必ずしも垂直である必要はない。
サイドヨーク部２５の内周面及び／又は外周面、特に内周面が磁性体コアのコイルを担持
する平面に対して所定の角度をもって傾斜するように、サイドヨーク部２５を形成するこ
ともできる。
【００６０】
　次に、このような傾斜したサイドヨークを有するコイルユニットの適用例を、本発明の
第６実施形態として説明する。まず、図９を参照して、傾斜した内周面と外周面とを持つ
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サイドヨーク部２５ａを磁性体コアに有する一次コイルユニット２６の適用例を説明する
。図９は、略円板状の一次コイルユニット２６と略円板状の二次コイルユニット２７とが
、互いに中心軸を一致させて対向した配置を示している。
【００６１】
　図９の二次コイルユニット２７の磁性体コアは、図９に示すように、一次コイルユニッ
ト２６のコイルと対向する中央部分が、該コイルに向かって凸形状の凸状中央部となるよ
うに形成されており、この凸状中央部３２を取り囲むようにコイルが巻回されている。こ
の二次コイルユニット２７の磁性体コアは、サイドヨーク部を備えていない。このように
構成された二次コイルユニット２７において、磁性体コアの凸状中央部３２は、図９に示
すように、コイルの内周面と隣り合う面３０が、コイルを担持する面３１に対して所定の
角度で傾斜するように形成されている。
【００６２】
　一次コイルユニット２６で用いられるコイルの線材は、上記第１～第５実施形態で用い
た導体部材２０が望ましいが、二次コイルユニット２７で用いられるコイルの線材は、上
記第１～第５実施形態で用いた導体部材２０であってもよいし、一般的な丸線材でもよい
。
　図９に示すように、二次コイルユニット２７の磁性体コアの凸状中央部３２が一次コイ
ルユニット２６のコイルと対向するように両コイルユニットを配置すると、一次コイルユ
ニット２６のコイルは、該凸状中央部３２と対向し、二次コイルユニット２７のコイルは
、一次コイルユニット２６のサイドヨーク部２５ａと対向する。
【００６３】
　このように、一次コイルユニット２６のコイルと二次コイルユニット２７のコイルとが
互いに対向しないように、且つ、一方のコイルの前面と、他方のコイルユニットの磁性体
コアとが互いに略平行となるように、一次コイルユニット２６と二次コイルユニット２７
を配置することで、磁束線を一次コイルユニット２６のコイルに対し、より垂直に入射さ
せ渦電流損を低減することができる。また、２つのコイルユニット間の結合係数ｋを、さ
らに大きくとることもできる。
【００６４】
　図１０は、磁束線のシミュレーション解析結果であり、二次コイルユニット２７は整合
した負荷（整流器から電池）が接続されている状態を想定し、二次コイルユニット２７の
コイルは計算上ないものとして（一次コイルユニット２６（コイル及び一次側磁性体コア
）、二次側磁性体コアのみを考慮した設定で）計算したものであり、図９に示す構成にお
ける、一次コイルユニット２６と二次コイルユニット２７の端部、コイル、及び磁束線の
様子を示している。また、一方のコイルユニットのコイルの前面が他方のコイルユニット
の磁性体コアと略平行に対向する部分では、磁束線が、磁性体コアからコイルに向かって
、コイル前面に対してほぼ垂直に侵入している。このように磁束線がコイルに侵入するこ
とで、渦電流損を低減することができる。
【００６５】
　ここで、二次コイルユニット及び一次コイルユニットの両磁性体コアの端部を図１１に
示すような構成とすることもできる。図１１は、図１０と同様のシミュレーション結果で
あり、一次コイルユニット２６ａと二次コイルユニット２７ａの端部、コイル、及び磁束
線の様子を示している。図１１において、一次コイルユニット２６ａは、図９及び図１０
の一次コイルユニット２６と同様にサイドヨーク部２５ｂを有しており、二次コイルユニ
ット２７ａの磁性体コアは、その周縁部にサイドヨーク部２５ｃを備えている。図１１に
示すように二次コイルユニット２７ａにサイドヨーク部２５ｃを設けると、サイドヨーク
部２５ｃと一次コイルユニット２６ａのサイドヨーク部２５ｂとの間の磁束密度が高くな
り、一次コイルユニット２６ａと二次コイルユニット２７ａとの間の電力伝送効率を高め
ることができる。
［第７実施形態］
　続いて、図１２を参照して、別のコイルユニットの適用例を、本発明の第７実施形態と
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して説明する。図１２は、一次コイルユニット２８と二次コイルユニット２９とが対向し
て配置された構成を示している。図１２（ａ）は、一次コイルユニット２８と二次コイル
ユニット２９の配置及び構成を平面視した状態を示す図であり、図１２（ｂ）は、図１２
（ａ）のＡ－Ａ線矢視断面図である。
【００６６】
　一次コイルユニット２８と二次コイルユニット２９は、共に同様の構成を有しており、
略方形の板状の磁性体コアの平面における対角線上の一方端寄りに形成された環状の溝（
環状溝）にコイルを配置することで構成されている。環状溝の内周面と外周面とは、第６
実施形態と略同様に、磁性体コアのコイルを担持する平面に対して所定の角度をもって傾
斜するように形成されている。
【００６７】
　図１２（ａ）に示すように、このように構成された一次コイルユニット２８と二次コイ
ルユニット２９を、それぞれのコイルが互いの前面で平行となるように、且つ、平面視で
一次コイルユニット２８の投影面が二次コイルユニット２９に一部重なるように配置する
。こうすることで、図１２（ａ）及び図１２（ｂ）に示すように、コイルにおいて磁性体
コアと対向する部分を確保することができるので、一次コイルユニット２８と二次コイル
ユニット２９の間の結合係数ｋを大きくとることができる。なお、ここで用いられるコイ
ルの線材は、上記第１～第５実施形態で用いた導体部材２０が望ましい。
【００６８】
　以上、上記実施形態１～５で説明した導体部材２０は、導体層のアスペクト比(縦横比)
が大きいので、この導体部材２０を用いて一次コイルユニット及び二次コイルユニットを
構成し、また、これらの導体層を並列に接続することで、導体全体としての断面積を大き
くすることができ、ジュール損を低減することができる。また、導体層の厚さを磁場侵入
長（スキンデプス）に対して十分に薄くすることができるので、渦電流損を抑制すること
ができる。
【００６９】
　ところで、今回開示された実施形態はすべての点で例示であって制限的なものではない
と考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によっ
て示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが
意図される。
　例えば、第１～第５実施形態において、略円板状のコイル及び磁性体コアを例示したが
、コイル及び磁性体コアの形状は、これに限らない。略円板状の形状以外にも、略方形や
楕円形としてもよい。送電コイルと受電コイルとの間で、電磁誘導の原理による電力の電
送ができれば、いずれの形状を採用してもよい。
【００７０】
　また、この非接触電力伝送装置を、例えば、電気自動車に適用される非接触充電装置の
分離型トランスとして用いることもできる。
【符号の説明】
【００７１】
　１　　一次コイルユニット
　２　　高周波電源
　３　　二次コイルユニット
　４　　整流器
　５　　バッテリ
　６、１０、１３、１６、２２　　コイル
　７　　磁性体コア
　８、９　　接続端子
　１１、１２　　チョークコイル
　１４、１５、１７、１８、１９　　並列導体群
　２０　　導体部材
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　２１　　巻き枠
　２３　　導体層
　２４　　絶縁層
　２５　　サイドヨーク部

【図１】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図９】
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【図１２】
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【図２】
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【図３】
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【図８】
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